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予防接種事務のデジタル化等

① 予防接種実施事務について

• 自治体は紙の予診票や接種券を接種対象者に送
付。

• 医療機関（接種会場）は費用請求のため紙の予
診票及び請求書を市町村に送付。

• 自治体が紙の予診票をもとに予防接種台帳に接
種記録を入力。

② 予防接種の有効性・安全性に関する調査・研究

について

• 厚生労働省は、自治体が実施する予防接種の実
施状況（接種対象者の接種の有無等）を把握で

きない。

• 予防接種の有効性・安全性に関する調査のため
の情報基盤がない。

現状

① 予防接種実施事務の効率化

• 医療機関が個人番号カードを用いたオンライン対

象者確認を実施するなど、予防接種事務をデジタ

ル化。

• オンライン対象者確認・オンライン費用請求によ

り、自治体の接種記録の管理、自治体及び医療機

関の費用請求・支払事務の効率化

② データベースの構築による効率的・効果的な調査・

研究を可能とする

• 自治体は予防接種の実施状況（接種対象者の接種

の有無等）を厚労大臣に報告しなければならない

こととする（オンライン対象者確認・オンライン

費用請求により、上記の報告を効率化）。

• 予防接種の実施状況・副反応疑い報告の匿名デー

タベース（予防接種データベース）を整備。ＮＤ

Ｂ等との連結も可能に。

→ 予防接種の有効性・安全性に関する調査・

研究の充実。

改正法の施行後

オンライン

資格確認の

基盤を活用
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○ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の
一部を改正する法律（令和４年法律第 96 号）による改正後の予防
接種法（抄）【公布の日から起算して三年六月を超えない範囲内に
おいて政令で定める日施行】 

 
（定期の予防接種等を受けたことによるものと疑われる症状の報告） 

第十二条 病院若しくは診療所の開設者又は医師は、定期の予防接種等を受けた者が、当該
定期の予防接種等を受けたことによるものと疑われる症状として厚生労働省令で定める
ものを呈していることを知ったときは、その旨を厚生労働省令で定めるところにより厚生
労働大臣に報告しなければならない。 

２ （略） 
 

第六章 予防接種の有効性及び安全性の向上に関する調査等 
 

（予防接種の有効性及び安全性の向上に関する厚生労働大臣の調査等） 
第二十三条 厚生労働大臣は、定期の予防接種等による免疫の獲得の状況に関する調査、定

期の予防接種等による健康被害の発生状況に関する調査その他定期の予防接種等の有効
性及び安全性の向上を図るために必要な調査及び研究を行うものとする。 

２ 市町村長又は都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に対
し、定期の予防接種等の実施状況に関する情報その他の前項の規定による調査及び研究の
実施に必要な情報として厚生労働省令で定めるものを提供しなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、第一項の規定による調査及び研究の実施に関し必要があると認める
ときは、厚生労働省令で定めるところにより、地方公共団体、病院若しくは診療所の開設
者、医師又はワクチン製造販売業者に対し、当該調査及び研究の実施に必要な情報を提供
するよう求めることができる。 

 
（国民保健の向上のための匿名予防接種等関連情報の利用又は提供） 

第二十四条 厚生労働大臣は、国民保健の向上に資するため、匿名予防接種等関連情報（予
防接種等関連情報（前条第二項及び第三項の規定により提供された情報並びに第十二条第
一項の規定による報告に係る情報をいう。以下この項及び次条において同じ。）に係る特
定の定期の予防接種等の対象者その他の厚生労働省令で定める者（次条において「本人」
という。）を識別すること及びその作成に用いる予防接種等関連情報を復元することがで
きないようにするために厚生労働省令で定める基準に従い加工した予防接種等関連情報
をいう。以下同じ。）を利用し、又は厚生労働省令で定めるところにより、次の各号に掲げ
る者であって、匿名予防接種等関連情報の提供を受けて行うことについて相当の公益性を
有すると認められる業務としてそれぞれ当該各号に定めるものを行うものに提供するこ
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とができる。 
一 国の他の行政機関及び地方公共団体 適正な保健医療サービスの提供に資する施策

の企画及び立案に関する調査 
二 大学その他の研究機関 疾病の原因並びに疾病の予防、診断及び治療の方法に関する

研究その他の公衆衛生の向上及び増進に関する研究 
三 民間事業者その他の厚生労働省令で定める者 医療分野の研究開発に資する分析そ

の他の厚生労働省令で定める業務（特定の商品又は役務の広告又は宣伝に利用するた
めに行うものを除く。） 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による匿名予防接種等関連情報の利用又は提供を行う場
合には、当該匿名予防接種等関連情報を高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年
法律第八十号）第十六条の二第一項に規定する匿名医療保険等関連情報、感染症法第五十
六条の四十一第一項に規定する匿名感染症関連情報その他の厚生労働省令で定めるもの
と連結して利用し、又は連結して利用することができる状態で提供することができる。 


